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№ 資料名 頁 No. 大項目 中項目 小項目 細項目 項目 質問項目 回答
1 募集要項 13 第２次審査　提出書類 事業継続計画（ＢＣＰ）を作成済みであるもの

の、当該書類は社外秘扱いとなっております。
その場合、作成済みであることが分かり且つ
提出に差支えのない範囲（表紙や目次部分
等）の提出で宜しいでしょうか。

　事業継続について確認するための必要
書類になりますので、事業計画書（BCP）
本体の提出をお願いします。
　なお、当該資料は、審査のみに使用し
審査後は機密文書として廃棄処理を県で
行うか、貴社に返却することもできますの
で、申請の際は、処理の希望をご相談くだ
さい。

2 募集要項 16 （２） ③ ア 運営・維持管理費相
当委託料について

・内訳の令和６年度の委託料金額他の４年間
と違いの根拠につきまして
ご教示願います。

運営・維持管理費は総額の金額を５年間
で割り返したものであり、令和６年度は割
り切れなかった金額を機械的に初年度に
寄せたものです。

3 募集要項 16 （２） ③ ア 運営・維持管理費相
当委託料について

委託料総額について、前回より上限金額が下
がっておりますが、今般の物価上昇、人件費
高騰の中、下げた根拠につきまして、ご教示
願います。

運営・維持管理費相当委託料は、これま
での実績や昨今の物価上昇率等を踏ま
え算定しています。

4 募集要項 16・17 第５ １ (2） ③ 委託料 委託料の下記について、県の考え方や根拠
についてお示し下さい。
・指定管理者の収入として見込まれる
　 ア 運営・維持管理費相当の委託料（修繕
費を除く。）は減額
・県と実績精算する
　イ 光熱水費等相当委託料 は増額
・県と実績精算する
　ウ 修繕費及び利用料金減免に伴う県補
填額は増額

運営・維持管理費相当については、DXな
どの導入による業務改善により正職員が
１名減となったため、減額となったもので
す。
なお、光熱水費等相当委託料及び修繕費
の増額については、昨今の物価高、設備
の経年に伴う修繕のニーズなどを踏まえ
た措置になります。

5 募集要項 18 第５ ２ (2） ・利用料金の設定等（募
集要項）
・業務要求水準書 （1８
ページ）
1-25 情報システムの
ユーザ管理
４ 情報システムで提供
するサービス機能
④予約受付サービス

委託料の県の考え方や根拠について
・施設予約システムの各種設定変更※を行
う場合、指定管理者に作業及び費用が発生
することはありますか。
※施設・備品等の利用料金変更、税率等の
変更、請求書等の記載項目
変更（発行者名、口座番号、インボイス番
号、補足項目等）

　システムは県所有物であり、ご質問の改
修、各種設定変更に伴う費用は県が負担
します。
　作業については、システムの運用を指
定管理者が行っているため、システム改
修の事業者との仕様、内容、改修項目等
の検討や連絡調整などシステム改修に当
たっての一般的な作業が生じます。
　なお、貸出業務については、協力団体を
含め第三者に委託できないことに留意願
います。

6 募集要項 18 (4) ② エネルギーの削減目標 　今後の省エネへの設備投資並びに削減効
果について、予定がありましたら、ご教示願い
ます。

　現在、一般社団法人省エネルギーセン
ターの省エネ最適化診断サービスを申請
中です。今後診断の結果を踏まえなが
ら、県において、設備投資や更新につい
ての検討を行っていく予定です。

7 様式１-３ 協力団体について 構成団体の構成員が業務を分担し、本件募
集要項規定の全ての業務を網羅、指揮監
督して実施（業務単位で個々のメーカー等
への第三者委託する場合あり）する場合に
は、ここで言うメーカー等は、協力団体には
該当しないとの理解で宜しいでしょうか？
（イメージ）
構成員Ａ（運営担当）
構成員Ｂ（設備管理）・・・・・エレベーター保
守をメーカーへ委託
構成員Ｃ（清掃・警備）

左記の例は、協力団体に該当します。
設備の修繕などの実施で業務を網羅、指
揮監督する場合であっても、事業におい
て予め委託や請負に出すことが決まって
いる又は予定される場合には、協力団体
として、様式に記載をお願いします。
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№ 資料名 頁 No. 大項目 中項目 小項目 細項目 項目 質問項目 回答
8 様式４－８ 委託料の支払額（様式

4-8）
募集要項に記載されている光熱水費の上
限額は、1,549,340（千円）であるが、様式4-
8に記載されている金額は15,292,745,000
（円）であり一致していない。また、電気料収
入についても（様式3-10）では『年額171万
円として下さい』（5年で8,550,000円）と記載
があるが、（様式4-8）では148,009,000（円）
と記載があり相違がある。

令和５年６月28日に様式等を一部訂正
し、県公式ホームページに掲載していま
すので、ご確認下さい。

9 業務要求水準 7 (5) 1-18 危機管理体制構築及び
基本協定
別紙２法令等の変更又
は不可抗力による増加
費用及び損害の負担割
合

新型コロナウィルス等感染症感染リスク拡
大時における、外出自粛や行動制限が政府
報道発表された場合には、不可抗力による
合理的な増加費用及び損害として当該月ま
たは当該年度に対し増加費用を認めるか。

国、県の動向及び他の指定管理者の状
況も踏まえながら、対応を検討することと
なります。
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